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　農林水産省において行ってきた食料・農業・農村基本法の検証・見直し検討について、
これまで４回にわたり、農林水産省大臣官房政策課より御寄稿いただきました。今年
の２月27日に「食料・農業・農村基本法の一部改正する法律案」が閣議決定され、第
213回国会に提出されました。本テーマの最後に、改正法案の内容について取り上げて
いただきましたので、御紹介します。

１．　はじめに

　これまで 4 回にわたり、食料・農業・農
村基本法（以下「基本法」）制定の背景や
これまでの情勢変化、基本理念や具体的施
策の見直しの方向についてご紹介しました。
こうした内容を踏まえて検討を進め、今年
の２月 27日に「食料・農業・農村基本法の
一部を改正する法律案」が閣議決定され、
第 213 回国会に提出されました。

２．　改正法案の内容

　基本法の制定から４半世紀が経過する中
で、世界的な食料需給の変動、地球温暖化
の進行、我が国の人口の減少などの食料・
農業・農村をめぐる情勢の変化が生じ、基
本法制定時の前提が大きく変化してきまし
た。こうした変化を踏まえて食料・農業・
農村施策を講ずることができるよう、基本
理念や関連する基本的施策を見直すことと
しています。

（１）基本理念
　まず、食料安全保障を基本理念の柱の一
つとして位置付け、全体としての食料の確
保（食料の安定供給）に加えて、国民一人
一人がこれを入手できるようにすることを
含むものへと再整理しています。
　また、国内人口が減少する中にあっても、
食料安全保障の観点から、国内の農業生産
の増大を基本に、輸入・備蓄を行うという
食料安定供給の基本的考え方は堅持するこ
ととし、その上で、食料安定供給を図る上
での生産基盤等の重要性、国内供給に加え
て輸出を通じた食料供給能力の維持、安定
的な輸入・備蓄の確保といった新たな視点
も追加しています。
　また、食料の安定的な供給に向けては、
農業生産の基盤や食品産業の事業基盤等が
確保されていることが重要であるとし、海
外への輸出を図ることで、農業及び食品産
業が発展し、これを通じて食料の供給能力
の維持が図られなければならない旨を規定
しています。
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　加えて、食料の合理的な価格の形成にあ
たっては、食料の生産から消費に至る各段
階の関係者が有機的に連携して行う一連の
活動を「食料システム」と定義し、その関
係者により食料の持続的な供給に要する合
理的な費用が考慮されるようにしなければ
ならないことを明確化しています。
　環境と調和のとれた産業への転換に向け
ては、食料システムが環境に負荷を与えて
いる側面にも着目し、多面的機能に加え、
環境への負荷の低減が図られ、環境との調
和が図られなければならない旨を規定して
います。
　農業の持続的な発展に関して、人口減少
に伴う農業者の減少や、気候変動等、農業
をめぐる情勢の変化が生ずる状況において
も、今後のあるべき農業生産の姿として、
生産性の向上、付加価値の向上、環境負荷
低減の３点を農業生産の目指すべき方向性
として新たに規定しています。
　農村の振興に関しては、人口の減少等、
農村をめぐる情勢の変化が生ずる状況にお
いても、地域社会が維持されるよう、農村
の振興が図られなければならないとの視点
を追加しています。

　以上のように基本理念を再整理した上で、
各分野について具体的な施策の方向性を定
めています。
　このほか、食料安全保障の確保等に向け
て、関係団体が果たす重要な役割も明確化
しています。
　また、食料安全保障の抜本的な強化を図
るにあたり、食料安全保障上の様々な課題
の性質に応じて評価を行う必要があること
から、食料・農業・農村基本計画において、
食料自給率に加え、食料安全保障の確保に
関する目標を設定することとしています。
平時から食料安全保障の状況を定期的に評
価することが重要との考えの下、毎年これ

らの進捗状況を公表すること等を通じて、
PDCAサイクルを回す仕組みを導入するな
どの見直しを行うこととしています。

（２）食料安全保障の確保
　食料安全保障の確保に向けた施策の方向
性として、以下のような内容を新たに規定
しています。
① �国民一人一人の食料安全保障上の課題
に対応する、円滑な食料の入手のため
の幹線物流やラストワンマイル等の確
保

② �食品産業の持続的な発展に向けた、環境
負荷低減、円滑な事業承継、先端的技術
の活用、海外展開

③ �農産物、生産資材の安定的な輸入に向け
た、官民連携による輸入相手国の多様化、
輸入相手国への投資の促進

④ �輸出促進に向けた、輸出産地の育成、輸
出品目団体の取組の促進、輸出相手国に
おける販路拡大支援、知的財産の保護

⑤ �持続的な供給に要する合理的な費用を考
慮した価格形成に向けた、関係者による
理解の増進、合理的な費用の明確化の促
進

⑥ �不測の事態が発生するおそれがある段階
から、食料安全保障の確保に向けた措置
の実施

（３）農業の持続的な発展
　農業の持続的な発展に向けた施策の方向
性として、以下のような内容を新たに規定
しています。
① �効率的かつ安定的な農業経営を営む者
（担い手）の育成・確保を引き続き図りつ
つ、農地の確保に向けて、担い手ととも
に地域の農業生産活動を行う、担い手以
外の多様な農業者を位置付け

② �家族経営に加えて、農業法人の経営基盤
の強化に向けた、経営者の経営管理能力
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向上、労働環境の整備、自己資本の充
実

③ �農地集積に加えて、農地の集約化・農
地の適切かつ効率的な利用

④ �防災・減災、スマート農業、水田の畑
地化も視野に入れた農業生産基盤の整
備、老朽化への対応に向けた保全

⑤ �スマート農業技術等を活用した生産・
加工・流通の方式の導入促進や新品種
の開発などによる「生産性の向上」

⑥ �６次産業化、高品質の品種の導入、知
的財産の保護・活用などによる「付加
価値の向上」

⑦ �環境負荷低減に資する生産方式の導
入などによる「環境負荷低減」を位
置付け

⑧ �人口減少下において経営体を支える
「サービス事業体」の活動の促進
⑨ �国・独立行政法人・都道府県等、大学、
民間による産学官の連携強化、民間に
よる研究開発等

⑩ �家畜伝染病・病害虫の発生予防・まん
延防止の対応

⑪ �生産資材の安定確保に向けた良質な国
内資源の有効活用、輸入の確保や、生
産資材の価格高騰に対する農業経営へ
の影響緩和の対応

（４）農村の振興
　農村の振興に向けた施策の方向性とし
て、以下のような内容を新たに規定して
います。
① �農地等の保全に資する共同活動の促進
（多面的機能支払）
② �農村との関わりを持つ者（農村関係人
口）の増加に資する、地域資源を活用
した事業活動の促進

③ �中山間地域の振興に資する農村 RMO
の活動促進

④ 農福連携、鳥獣害対策

⑤ 農泊の推進や二地域居住の環境整備

３．　おわりに

　以上の内容をとりまとめた基本法改正
法案については、今後国会でご審議いた
だくこととなっております。
　また、基本法の改正内容を実現するた
めに必要な法案として、
① �不測の事態が発生する前の段階から、
食料の確保に向けた対策を講ずるため
の新たな法的枠組みを創設する「食料
供給困難事態対策法案」

② �農用地区域の変更に係る国の関与の強
化や、食品事業者と連携する場合の農
地所有適格法人の資金調達の円滑化等
により、農地の総力確保と適正・有効
利用を図る農地法制の見直し（農業振
興地域の整備に関する法律等の改正）

③ �スマート農業を振興するための新たな
法的枠組みを創設する「農業の生産性
の向上のためのスマート農業技術の活
用の促進に関する法律案」

④ �食品原材料の調達安定化を促進するた
めに新たな金融・税制措置の整備等を
行う「特定農産加工業経営改善臨時措
置法の一部を改正する法律案」

　の、合計４本の法律案を提出しており
ます。
　国会に提出された「食料・農業・農村
基本法の一部を改正する法律案」や、今
回ご紹介した関連の４法案の概要や条文
等については、下記よりご覧いただけま
す。

（農林水産省ホームページ）
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